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 ～ 行為計画に鑑みた規範直面時期の検討 ～ 
 
Der Irrtum über den Kausalverlauf: 
Die Bestimmung des Punktes im Angesicht der Norm aufgrund des Tatplans 
 
 












































的故意」という用語法には批判がなされ 3)、近年では、本事案は Kühl によって、「後に生じ
た結果の発生（verspäteter Erfolgseintritt）」とも呼ばれている 4)。 
この「後に生じた結果の発生」に関して、我が国においては、リーディングケースとして
大判大正 12 年 4 月 30 日（刑集 2 巻 378 頁）がある。これは、被告人 X が、夫の連れ子であ
る被害者 A が病気のため家計を圧迫していたことを快く思っておらず、A を殺害しようと企
て、X は A の就寝中に麻縄で首を絞め、動かなくなった A を見て死亡したものと思い込み、
















ーディングケースとされる判例（最決平成 16 年 3 月 22 日刑集 58 巻 3 号 187 頁）は、被害者
を事故死に見せ掛けて殺害し生命保険金を詐取するという目的の下で、被害者を犯人の使用























 Weber は、故意を、「概括的故意（allgemeiner Dolus、dolus generalis）」と、「特殊的故意
































して既に幾度も判示されている。」と述べ、その際BGHは、BGH Urt. v. 23. 10. 1951 bei Dallinger 
MDR 1952, 16.を引用したのである 13)。 
 このように、BGH は、概括的故意の見解を否定した上で、本事案（以下、Weber 事案と呼
ぶ）を因果関係の錯誤として取り扱うべきであるとしたのである 14)。学説も、かかる BGH

























 ①BGH 5 StR 12/01 - Beschluß v. 25. April 2001（LG Chemnitz） 
 事案の概要は以下のとおりである。被告人は、電車内において、知らない女性 D がいるト
イレに押し入った。そして、D の手を縛り、強姦した。そのあと、被告人は、D の体がだら
りとなるまで下着を D の口に、押し込んだ。被告人は、強姦として訴えられることを恐れ、











 ②BGH 1 StR 676/10 - Beschluss vom 15. Februar 2011（LG München II）24) 
 本件は、被告人によってベネズエラにおいて発注されたコカインが、掛け時計の中に隠さ
れ、ポストに投函され、そして、イギリスからベネズエラに向けて輸送されている間、第三
28  嘉悦大学研究論集 第58巻第2号通巻108号 平成28年3月 
者により盗まれて、ドイツに輸入されたという事案である 25)。BGH は、「しかしながら、ド





























 ③BGH 1 StR 577/13 - Beschluss vom 6. Februar 2014 （LG Essen） 







































るといえる。例えば、A が自分の息子 C と共に飲食店にいて、そこで喧嘩が起きた際に、仇
敵である B を射殺しようとしたが、同人に当たらず、息子の C に当たったという場合には、
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その行為計画は、A の主観的判断によるのみならず、客観的基準によっても失敗したことに





























かわらず、あえて規範を乗り越え、実行行為に出るのである 42)。例えば、A が B を殺害する
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過の中に、銃の所持という行動が含まれていたからである。その際、銃の所持という行動に
つき、まず実行行為性が認定され、次に、行為者 A に「B 殺害に向けた銃の所持」という故














































































1) Baumann/Weber, Mitsch, Strafrecht, AT, 11. Aufl ., 2003, Rn. 25 zu §20.  
2) 井田良『講義・刑法学総論』（2008 年）181 頁、斉藤誠二「いわゆる概括的故意をめぐって（上）」
警察研究第 50 巻 12 号（1979 年）1718 頁、中義勝「概括的故意事例についての一考察」（『団藤重
光博士古稀祝賀論文集』第 2 巻）（1984 年）184 頁以下、香川達夫「概括的故意」研修 457 号（1986
年）3 頁以下、内田文昭「いわゆる『ウェーバーの概括的故意』の意義（上）（下）」警察研究第
58 巻 4 号（1987 年）3 頁以下・同 58 巻 5 号（1987 年）3 頁以下、山中敬一「行為者自身の第二行
為による因果経過への介入と客観的帰属 ヴェーバーの概括的故意事例の検討を中心に」（『福田平
＝大塚仁博士古稀祝賀・刑事法学の総合的検討（下）』）（1993 年）247 頁以下、葛原力三「所謂ヴ
ェーバーの概括的故意について」刑法雑誌 33 巻 4 号（1994 年）643 頁以下。 
3) Roxin, Strafrecht, AT,Bd. I, 4. Aufl., 2006, Rn. 174. zu §12.  
4) Kühl, Strafrecht, Allgemeiner Teil, 7. Aufl. , 2012 Rn. 46 zu §13.  
5) 葛原力三「因果関係の錯誤」西田ほか編『刑法判例百選 I 総論［第 6 版］』（2008 年）34 頁以下。 
6) 同判例について詳しい検討を加えるものとして、高橋則夫「「早すぎた構成要件の実現」の一考察
―いわゆるクロロホルム殺人事件をめぐって―」早稲田法学 80 巻 4 号（2005 年）10 頁。 
7) 山口厚『新判例から見た刑法［第 2 版］』（2008 年）85 頁以下、島田聡一郎「早すぎた結果発生」
ジュリスト増刊『刑法の争点』（2007 年）66 頁、佐藤拓磨「早すぎた構成要件実現について」法
学政治学論究 63 号（2004 年）235 頁。 
8) かかる事案を、「Weber の概括的故意」の「逆」の事案であると位置づけるものとして、Sowada, Der 
umgekehrte »dolus generalis«, Die vorzeitige Erfolgsherbeiführung als Problem der subjektiven Zurechnung, 
in: Jura 2004 S. 814.  
9) Weber, Neues Archiv des Criminalrechts, Bd. 7, 1825, 576ff.  
10) Sternberg-Lieben, in: Schönke-Schröder, Strafgesetzbuch, Kommentar, 28. Aufl . , 2010, Rn. 58 zu §15.  
11) BGHSt 14, 193.  
12) H Mayer, Das Problem des sogenanten dolus generalis, in: JZ 1956, 109.  




14) 同様に、当該問題を因果関係の錯誤の事案として扱っている判例として、RGSt 67, 256 がある。こ
れは、被告人両名は共同して、殺人の故意で A 婦人に襲いかかり、倒れた A を死んだものと誤信
した被告人らが、A を川に投げ入れ、溺死させたという事案であり、被告人両名に謀殺罪の既遂
を認められた。また、BGHSt 7, 325. 原因において自由な行為と併せて判示しているものとして、
BGHSt 23, 356.  
15) Wolter, ZStW 89, 649.  
16) Maiwald, ZStW 78, 30.  
17) Baumann, 405f.  
18) Sternberg-Lieben, (o. Fn10. ).  
19) Maiwald, (o. Fn16. ), S. 52.  
20) H Mayer, (o. Fn12. ).  
21) Jäger, Vorsatz versus Tatvorsatz, Eine an der Täterlehre orientierte Betrachtung mehraktiger 
Erfolgsverwirklichungen, in: Schroeder-FS, 2006, S. 2.  
22) Roxin, Gedanken zum, “Dolus Generalis”, in: Würtenberger-FS, 1977, S. 114f.  
23) Tröndle/Fischer, StGB 50. Aufl. § 16 Rdn. 7.  
24) BGHSt 56, 162.  
34  嘉悦大学研究論集 第58巻第2号通巻108号 平成28年3月 
25) NJW 2011, 2065; NStZ 2012, 41.  
26) ドイツ麻薬法については、拙稿「薬物事犯における未必の故意―ドイツ麻薬法の観点も踏まえて
―」中央大学大学院研究年報 法学研究科篇第 44 号（2015 年）259 頁以下を参照。 
27) BGH, Beschluss vom 11. Juli 1991 - 1 StR 357/91, BGHSt 38, 32, 34.  
28) BGHSt 58, 218, 222.  
29) HRRS 2014 Nr. 623.  
30) ドイツの租税逋脱犯については、拙稿「各構成要件における行為事情の錯誤―特別法およびドイ
ツにおける租税逋脱罪の判例を手がかりに―」嘉悦大学研究論集 58 巻 1 号（2015 年）69 頁以下
を参照のこと。 
31) BGH, Beschluss vom 11. Juli 1991, (o. Fn27.). ;および BGH, Beschluss vom 9. Oktober 2002 - 5 StR 
42/02,BGHSt 48, 34, 37.  
32) Cramer/Sternberg-Lieben in Schönke/Schröder, StGB 26. Aufl. § 15 Rdn. 58.  
33) Stratenwerth, Strafrecht AT I 4. Aufl. § 8 Rdn. 94;Maurach/Zipf , Strafrecht AT 18. Aufl. § 23 Rdn. 36.  




37) 詳細なものとして、山中敬一『刑法における客観的帰属の理論』（成文堂、1997 年）280 頁以下。 
38)    我が国における因果関係判断に際して客観的帰属論を採ることに消極的な立場を採るものとして、
曽根威彦「客観的帰属論の体系的考察―ロクシンの見解を中心として―」『西原春夫先生古希祝賀
論文集』（一巻）（1998 年）65 頁以下、および林陽一「わが国における客観的帰属論―最近の展開
をめぐって」千葉大学法学論集 13 巻 1 号（1998 年）236 頁。 





いわゆる客観的帰属の理論―シュミットホイザーの所説を中心として―」法学新報 79 巻 9 号（1972
年）4 頁参照。 
41) 拙稿「同一構成要件間における方法の錯誤の取り扱い―修正された行為計画説の立場から―」中
央大学大学院研究年報第 43 号法学研究科篇（2014 年）238 頁以下を参照。 
42) 松原久利「違法性の錯誤と違法性の意識の可能性」（成文堂、2006 年）31 頁以下。 








―総説・未遂犯の成立時期―」法学セミナー671 号（2010 年）122 頁。 
45) 林幹人『刑法総論［第 2 版］』（東京大学出版会、2008 年）248 頁。 
46) ドイツの判例においても、逐一その行為時（zum Tatzeitpunkt）において殺人の故意が存するか否か
が判断されている。BGH, Urteil vom 11. Oktober 2000 - 3 StR 321/00, BGHR StGB § 212 Abs. 1 Vorsatz, 
bedingter 51; Beschluss vom 1. Juni 2007 - 2 StR 133/07,  NStZ-RR 2007, 267, 268; Urteil vom 27. 
August 2009 - 3 StR 246/09, NStZ-RR 2009, 372. などを参照。 
47) Puppe も第二行為は因果的要因の一つの役割を果たしているに過ぎないと述べている。Puppe, in: 
NK, 3. Aufl . , 2010, Rn. 104 zu §16。また、当該事案を因果関係論の問題とするものとして、山中敬
一「具体的事実の錯誤・因果関係の錯誤」中山ほか編『刑法理論の探求: 中刑法理論の検討』（成
文堂、1992 年）179 頁以下。 
48) このような故意への主観的帰属の立場を採るものとしては、井田良「故意における客体の特定お
よび『個数』の特定に関する一考察（3）」法学研究 58 巻 11 号（1985 年）78 頁以下。井田教授は、
既遂結果の主観的帰属がなされる場合として、当初から第二行為を予定し計画していた（行為者







49) 大越義久『刑法各論［第 2 版］』（有斐閣、1996 年）168 頁。 
50) 札幌高判昭 61・3・24 高刑集 39・1・8。 
51) 林教授も、当該時点では既遂犯の故意として十分でないとし、未遂犯処罰を主張する。林幹人「早
すぎた結果の発生」判例時報 1869 号（2004 年）6 頁。 
52) 第一行為に対し予備罪の実行行為性のみを認める見解と同様の結論になる。例えば、曽根威彦「遡
及禁止論と客観的帰属」『現代社会型犯罪の諸問題』（勁草書房、2004 年）153 頁。 
 
（平成 27 年 10 月 10 日受付、平成 27 年 12 月 9 日再受付） 
